
本事例集について 

１ 作成の目的 

 地域生活支援拠点等の体制整備については、令和６(2024)年度から令和８

(2026)年度までの３か年を期間とする、栃木県障害福祉計画（第７期計画）・栃木

県障害児福祉計画（第３期計画）において、「市町村の区域を基本とし、少なくと

も１つの地域生活支援拠点等の体制を整備。ただし、地域の実情に応じ複数市町

による共同実施も可能。」とし、県内 25市町全てにおいて体制整備することを目

標値に掲げています。県としては、県内の整備済み市町に作成いただいた事例を

まとめ、事例集として共有することで、更なる拠点等体制機能強化を図って参り

ます。 

また、整備済み市町におかれましても、他市町の拠点等整備の取組及び現状課

題を参考に、必要な機能の更なる充実・強化や新たな機能付加等についての検討

に御活用いただきますようお願いいたします。 

 

２ 県内市町の整備状況 

  令和６年(2024)年４月時点：19 か所 22 市町に整備済 

 

３ 掲載市町 

 

  



４ 事例集の基本的構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※あくまで基本的な構成であり、市町ごとに様式や記載内容は異なります。 

 

  

I. 市町の概況 

・人口、障害者手帳交付数、管内障害福祉サービス事業者数等について 

II. 拠点等体制の概要 

・整備時期、整備類型、備えている機能 

・相談、コーディネート窓口 

・緊急時受け入れ体制について 

III. 設置に至るまでの経緯・スケジュール 

  ・検討委員会の開催状況等 

・設置に際しての補助金等の活用状況、予算等 

・住民や事業所への周知方法について 

IV. 実績 

・現在までの登録・利用実績、関係者の研修等の実施状況等 

・関係機関との連携状況 

・課題について 

V. 今後の方針 

・必要な機能の充実・強化や今後整備したい機能等 

VI. その他の関連する取組、参考資料 


